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１．背景

2002年度大会 環境工学・地球環境 研究協議会

「地球環境時代における住環境教育のあり方」

１）サスティナブルな住環境の形成が必要

２）技術革新ばかりでなく、生活者のライフスタイルの
変革が必要

３）住環境に対する世代を超えた生活者の理解が必要
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２．設置理由

地球環境時代における短期・長期的な建築学の
役割を認識し、学会が主体的に住環境教育に関
わっていく方法を議論することは、重要かつ緊急
な課題。

→環境工学、地球環境、建築計画、農村計画、建
築教育の各委員会の協同で委員を構成。
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３．活動の目的

住環境教育のあり方とその実践方法の検討

以下の目的に対する支援のあり方の検討

a)生活者の住環境に対する理解の深化
b)自発的な地球環境保全活動の促進
c)健康・快適・省エネ的な住環境の創造

対象は、幼児、児童、生徒、一般生活者
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４．地球環境時代における住環境教育とは

地球環境時代における住環境教育：

– 住宅の環境工学的問題で、地球環境に関わる内
容の教育を支援する

内容

– 断熱・気密化の必要性

– 自然エネルギーの有効利用法

– ライフサイクルの視点からの維持・管理

– 化石エネルギー消費を節約する住まい方
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５．建築学会における位置づけ
－本学会の教育関係の委員会－

構造委員会

– 力学教育検討小委員会（和田章）

歴史・意匠委員会

– 日本建築史図集刊行WG
建築計画委員会

– 構法教育WG（真鍋恒博）
建築教育委員会

– 教育研究小委員会（山田由紀子）

– 教育制度小委員会（吉田勝行）

– 教育技術小委員会（戸部栄一）

– 継続教育小委員会（五十嵐健）

– 技術技能教育小委員会（秋山恒夫）

– 市民・子ども教育小委員会（稲葉武司）

– 工高小委員会（堀内仁之）

建築法制委員会

– 教育普及小委員会（奈良幹雄）

都市計画委員会

– 都市計画教育小委員会（北原理雄）

農村計画委員会

– 環境教育研究会（重村力）

情報システム技術委員会

– 建築教育の情報化小委員会（川角典
弘）

教材委員会（吉野博）

子ども教育事業委員会（村上美奈子）

21世紀計画系建築教育特別研究委員会
住環境教育特別研究委員会（吉野博）
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６．研究内容

Ａ．学校教育における住環境教育

１）実態調査と分析

２）学校教育における住環境教育のあり方の検討

Ｂ．生涯学習のための住環境教育支援

１）住環境教育支援の事例収集と分析

２）住環境情報提供のあり方と方法に関する検討

Ｃ．住環境教育ネットワークの構築

１）住環境教育情報データベースの作成

２）住環境教育支援の実績があるグループの調査

３）ネットワークによる住環境教育のあり方と方法に関する

検討
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７．研究成果

委員会（10回）とWG（中間報告書作成、アンケート調査の原案
作成）を開催。

１）教材および教育実践の事例収集とデータベース化

２）住環境教育に実績のある連携すべき組織の検討

３）住環境教育に関する基礎研究

４）「地球環境時代における住環境教育のあり方」に関するアン
ケート調査

５）公開シンポジウムの実施

６）ホームページの作成と運用

７）学会が取り組むべき課題の提言
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７．研究成果
１）教材および教育実践の事例収集とデータベース化

・新たな事例を多数収集し、「2002年度大会環境工学・
地球環境研究協議会」の成果や蓄積などと併せて
住環境教育に関する情報データベースを制作した。

・内容は、 Ⅰ．刊行物

Ⅱ．ビデオ

Ⅲ．セミナー、講演会、シンポジウム

Ⅳ．講師派遣

Ⅴ．インターネット

Ⅵ．その他の事業
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住環境教育に関する情報データベース（一部）
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７．研究成果
２）住環境教育に実績のある連携すべき組織の検討

・１）のデータベース化と並行して作業を進め、住環境
教育を実践しているグループリスト（74グループを
掲載）を作成した。
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住環境教育を実践しているグループリスト（一部）
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住環境教育を実践しているグループリスト（一部）
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住環境教育を実践しているグループリスト（一部）
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７．研究成果
３）住環境教育に関する基礎研究

・住環境教育のあり方を検討するために、これまでの
教育研究の動向調査や、初学者のための教育プロ
グラム提案を行った。研究テーマを下記に示す。
①地球環境システムの再単純模型―建築環境教育のための教材開発―

②住環境教育における階層構造化モデルの応用に関する研究

③住まい・住環境に関する教育研究の動向

④高校教育におけるエネルギーおよび環境問題に対する生徒の意識

～愛知県内の高校生を対象とした意識調査を事例として～

⑤循環型社会構築に向けた自然エネルギー利用教育に関する実践的研究

～愛知県内高等学校におけるエネルギー・環境教育の実態調査～

⑥中学生を対象とした住まい・住生活に即したエネルギー教育に関する研究

⑦窓の形態が家具配置に与える影響に関する研究
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７．研究成果
４）「地球環境時代における住環境教育のあり方」

に関するアンケート調査

・住環境教育の実践状況を把握し、また学会の取り組みへの
要望を探るため、 2004年７～９月に調査を行った。
①各研究委員会に所属する学会員（延べ1,262名）
②全国の教員養成系大学・学部教員（52大学）
③環境教育に積極的な全国の小中高校教員（750校）
※エコスクール指定校 150校
省エネルギー教育推進モデル校 481校
エネルギー教育実践校 119校

・この結果はHPなどを通じて、アンケート協力者ほか一般に公
開する。
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使用したアンケート用紙（p.１）



18

アンケート実施概要

調査票 依頼方法 発送数 回答数 回収率(%) 備　考

環境工学研究者 568名 14 2.5
環境工学者名簿のメール

アドレス登録者

環境工学

以外の分野
694名 11 1.6

教育・住環境・地球環境を

ｷｰﾜｰﾄﾞに合計60の小委

員会とWGを選定し、その

委員を対象とした

②家庭科

教員養成

日本教育大学協

会　全国家庭科

部門所属の学

科・講座

52機関
3

※3
5.8

2003年度会員名簿使用、

各機関の住居または家庭

科教育学の担当者宛

エコスクール実

施校
150校 19 12.7

文部科学省の事業、対象

はH9～13年度の実施校

省エネルギー教

育推進モデル校
481校 47 9.8

(財)省エネルギーセンター

の事業、対象はH13～15

年度の実施校

エネルギー教育

実践校
119校 18 15.1

エネルギー環境教育情報

センターの事業

e-mail

※1

郵送

※2

対　象

①建築

学会

③学校教

育現場

（幼稚園・

小中高）

建築

専門家用

学校教育

現場用
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アンケート内容
（学会員および教員養成系大学・学部教員用）

内容 実践あり 実践なし

問１
回答者の属性（学会員･活動分野、所

属・職種）

●

（回答）

●

（回答）

問２
実践活動の有無、実践者の活動の趣

旨と活動回数
● ●

問３

実践者に対して、活動（教育実践、

教材開発）の内容、共催や助成の有

無、工夫や課題について

●
（飛ばす）

↓

問４ 実践活動の評価や報告の有無 ● ↓

問５

実践の無い回答者に対して、住環境

教育の実践や研究に対する関心と今

後の取り組みの意向

（飛ばす）

↓
●

問６
建築学会の住環境教育活動について

の周知度、意見・要望
● ●
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アンケート結果
（学会員および教員養成系大学・学部教員）

住環境教育の実践や教材開発の事例はいくつか得られた

が、研究事例も含めて取り組みは圧倒的に少ない。アン

ケート回収率の低さも、学会員の考え方の実態を反映した

数値か。

「実践例や実践者リストなどの資料提供もwebを通じて行っ
ていただけると、調べやすい」 「住環境教育を行うことが、た

とえば理科や数学の教育を助けるといった、他の科目との

関連性を持たせる主張を学会すべき」 といった要望が寄せ

られた。
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アンケート内容（学校教育現場用）

内　容

問１ 所在地の都道府県、学校の種類（幼･小･中･高･養護）

問２
文科省の「環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整

備事業」の実施校か

問３
正課内（授業）における住環境の学習の有無、学習の内容･

活動･教材（選択肢式回答）

問４
正課外（クラブ･委員会･生徒会活動など）における住環境

の学習の有無、学習の内容･活動･教材（選択肢式回答）

問５ 問３･問４の事例の詳しい説明（記述回答または資料添付）

問６ 使用している教材の紹介

問７ よく利用する住環境教育の情報源

問８ 住環境教育の実施で受けた、人的・物的な支援

問９ こんな教材・情報源があったらよい

問10 建築・ｴﾈﾙｷﾞｰの専門家や組織(大学・学会等)への要望

問11 学校教育における住環境教育について意見や課題
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アンケート結果（学校教育現場）（１/２）

住環境教育が取り上げられている主な授業

小学校：「総合的学習の時間」（62例）、「家庭科」（51例） 、
「社会」（24例）、「理科」（16例）

中学校：「総合学習」（27例）、「家庭科」（19例）、
「理科」（12例）

高 校：「家庭科」（７例）、「環境科学」（４例）、「農業」（４例）

→各校の特色が生かされている

課外活動の主なテーマ

小学校：Kids‘ ISO、ごみ（リサイクル）、エネルギー
中学校：節水・節電活動
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アンケート結果（学校教育現場）（２/２）

住環境教育の教材・情報源への要望

冊子やインターネットといったコンパクトな情報になったもの
から、モデルハウスのような実物まで。

建築やエネルギー専門家への要望

出前授業や学習会などの情報発信。

住環境教育について、意見や実施上の課題など

住環境教育の重要性を認識しながらも、理解の難しさ、授
業時間不足、人材や教材を獲得することの苦労があり、
教育現場の混乱が窺われた。
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７．研究成果
５）公開シンポジウム
「気持ちよく住むなんて簡単!?」の実施

2004年８月21日13:00～16:30 仙台

内容：住環境教育の意義についての講演、実践事例報告、

ワークショップの実演、ディスカッション
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７．研究成果
６）ホームページの作成と運用

2003年６月～
本委員会の活動概要を紹介。アンケート用紙の配布にも利用。

http://www.shse.u-hyogo.ac.jp/tad/EEE/index.htm

http://www.shse.u-hyogo.ac.jp/tad/EEE/index.htm
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７．研究成果
７）学会が取り組むべき課題の提言

住環境教育ネットワーク作りと補助教材開発の取り組み
の、学会としての必要性について、提言

住環境教育に関する現状と要望
1. 住環境教育に対する必要性の高いことが多くの
教育現場から聞こえてくる。

2. 教育の現場のみならず、様々な団体が地球環境
問題、省エネルギー問題の側面から補助教材の
作成に取り組んでいる。

3. 家庭科の「住居」の時間が減少しており、住環境
教育がおろそかになってきている。

4. 住環境に関する情報についての要望が強い。
5. 適切な教材に対する要望が強い。
6. 多くのユニークな教材があるが、知られていない。
7. 各種の団体の活動をお互いに知る機会が無く、
横のつながりが極めて乏しい。

学会として取り組むべき事項
1. 現場が必要としている情
報を明らかにして、適切
な補助教材を開発する。

2. 学会の教育関連の委員
会における情報交換と
連携を進める。

3. 非会員を含めた関係者
のネットワークづくりを積
極的に進める。これを通
して、各種の催し物の開
催に際して情報宣伝に
用いる。
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８．今後の展望

次年度以降、地球環境本委員会「地球環境時代にお
ける教育小委員会」として活動が継続される。

最終成果物として予定されていた住環境教育実践事
例集（＋教材、連携団体リスト）の刊行は、刊行委員
会に引き継がれ、次年度に具体的な作業が進められ
る。
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